
【一般会計歳入】【一般会計歳入】
令和７年度一般会計歳入決算額は８３億９，８８１万６千円となりました。地方交付税２億７，７６１万５千円の増、
教育費国庫負担金の減等による国庫支出金５億２，８７３万９千円の減、ふるさと応援寄附金の増等による寄附
金１億５，４４７万１千円の増、美浦村統合小学校建設事業に係る学校教育施設等整備事業債の減等による村債
９億５４４万２千円の減、繰入金６億１，４７２万９千円の減、繰越金２億９９９万５千円の増等により、前年度と
比較して、１２億２，１７４万８千円（１２．７％）の減となりました。内訳は、村税、繰入金、繰越金、寄附金等の自
主財源が４４億２，５７２万円（５２．７％）、これに対して地方交付税、国・県支出金、村債、地方消費税交付金等の
依存財源が３９億７，３０９万６千円（４７．３％）となっています。村税は村民税、固定資産税が増となったことによ
り、対前年度比７．１％、１億７，４１８万２千円増収となりました。

令和７年度一般会計歳入決算額は８３億９，８８１万６千円となりました。地方交付税２億７，７６１万５千円の増、
教育費国庫負担金の減等による国庫支出金５億２，８７３万９千円の減、ふるさと応援寄附金の増等による寄附
金１億５，４４７万１千円の増、美浦村統合小学校建設事業に係る学校教育施設等整備事業債の減等による村債
９億５４４万２千円の減、繰入金６億１，４７２万９千円の減、繰越金２億９９９万５千円の増等により、前年度と
比較して、１２億２，１７４万８千円（１２．７％）の減となりました。内訳は、村税、繰入金、繰越金、寄附金等の自
主財源が４４億２，５７２万円（５２．７％）、これに対して地方交付税、国・県支出金、村債、地方消費税交付金等の
依存財源が３９億７，３０９万６千円（４７．３％）となっています。村税は村民税、固定資産税が増となったことによ
り、対前年度比７．１％、１億７，４１８万２千円増収となりました。

令和７年度一般会計歳入決算額は８３億９，８８１万６千円となりました。地方交付税２億７，７６１万５千円の増、
教育費国庫負担金の減等による国庫支出金５億２，８７３万９千円の減、ふるさと応援寄附金の増等による寄附
金１億５，４４７万１千円の増、美浦村統合小学校建設事業に係る学校教育施設等整備事業債の減等による村債
９億５４４万２千円の減、繰入金６億１，４７２万９千円の減、繰越金２億９９９万５千円の増等により、前年度と
比較して、１２億２，１７４万８千円（１２．７％）の減となりました。内訳は、村税、繰入金、繰越金、寄附金等の自
主財源が４４億２，５７２万円（５２．７％）、これに対して地方交付税、国・県支出金、村債、地方消費税交付金等の
依存財源が３９億７，３０９万６千円（４７．３％）となっています。村税は村民税、固定資産税が増となったことによ
り、対前年度比７．１％、１億７，４１８万２千円増収となりました。

美浦村決算報告美浦村決算報告
令和７年度

をお知らせします
美浦村の令和７年度歳入歳出決算（一般会計・特別会計・企業会計）が、９月の村議会定例会で
認定されました。
美浦村の令和７年度歳入歳出決算（一般会計・特別会計・企業会計）が、９月の村議会定例会で
認定されました。

一 般　会　計

８３億９，８８１万６千円８３億９，８８１万６千円８３億９，８８１万６千円歳 入歳 入歳 入

歳 入

自
主
財
源
（
５２．７％）依存

財
源
（
４７
．３％

）

村税（３１．４％
）

依存財源　　 ４７．３％
３９億７，３０９万６千円

自主財源　　 ５２．７％
４４億２，５７２万円

固定資産税（１７．０％）
１４億２，６３２万７千円

固定資産税（１７．０％）
１４億２，６３２万７千円

村たばこ税（１．２％）
９，７８７万２千円

村たばこ税（１．２％）
　　 ９，７８７万２千円
村たばこ税（１．２％）

９，７８７万２千円

繰越金（７．０％）
５億８，７８８万６千円

繰越金（７．０％）
　５億８，７８８万６千円
繰越金（７．０％）

５億８，７８８万６千円

繰入金（４．１％）
３億４，５６４万７千円

繰入金（４．１％）
　３億４，５６４万７千円
繰入金（４．１％）

３億４，５６４万７千円

寄附金・諸収入等（１０．２％）
　８億５，２８４万６千円
寄附金・諸収入等（１０．２％）
　８億５，２８４万６千円

軽自動車税（０．７％）
６，１２７万２千円

軽自動車税（０．７％）
　　 ６，１２７万２千円
軽自動車税（０．７％）

６，１２７万２千円

村民税（１２．５％）
　１０億５，３８７万円
村民税（１２．５％）

１０億５，３８７万円

地方交付税（２３．２％）
　１９億４，９４２万６千円

国庫支出金（８．５％）
　７億１，３６３万３千円

その他（２．０％）
　ゴルフ場利用税交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金・地方特例交付金・

利子割交付金・交通安全対策特別交付金・環境性能割交付金・法人事業税交付金
　１億６，７３９万１千円

その他（２．０％）
　ゴルフ場利用税交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金・地方特例交付金・
　利子割交付金・交通安全対策特別交付金・環境性能割交付金・法人事業税交付金
　１億６，７３９万１千円

その他（２．０％）
　ゴルフ場利用税交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金・地方特例交付金・

利子割交付金・交通安全対策特別交付金・環境性能割交付金・法人事業税交付金
　１億６，７３９万１千円

地方譲与税（１．０％）
８，５８３万８千円

地方譲与税（１．０％）
　８，５８３万８千円
地方譲与税（１．０％）

８，５８３万８千円

県支出金（４．９％）
　４億１，２９４万円
県支出金（４．９％）
　４億１，２９４万円

地方消費税交付金（４．９％）
　４億１，２５６万８千円
地方消費税交付金（４．９％）
　４億１，２５６万８千円
地方消費税交付金（４．９％）
　４億１，２５６万８千円

村債（２．８％）
　２億３，１３０万円
村債（２．８％）
　２億３，１３０万円
村債（２．８％）
　２億３，１３０万円

２４時間　救急電話相談☎
子ども　♯８０００
おとな　♯７１１９

▷対象者の方には、１か月前  
　に通知を郵送いたします。

１２月７日（月）

１２月２１日（月）
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一部事務組合負担金
（江戸崎地方衛生土木組合等）、
各種団体補助金等

一部事務組合負担金
（江戸崎地方衛生土木組合等）、
各種団体補助金等

補助費等（１７．９％）
　１４億２，３５０万円
補助費等（１７．９％）
１４億２，３５０万円

人件費（１９．１％）
　１５億１，９２９万円
人件費（１９．１％）
１５億１，９２９万円

議員報酬、各種委員報酬、
特別職給与、職員給与等
議員報酬、各種委員報酬、
特別職給与、職員給与等

普通建設事業費（５．２％）
　４億１，６２３万円
普通建設事業費（５．２％）
　４億１，６２３万円

商工費（０．５％）
　３，６２９万４千円
商工費（０．５％）
３，６２９万４千円

議会費（１．２％）
　９，８９１万４千円
議会費（１．２％）
９，８９１万４千円

民生費（２７．５％）
　２１億８，１３１万７千円
民生費（２７．５％）
２１億８，１３１万７千円

医療・児童・障がい者福祉扶助費、
介護保険特別会計繰出金
医療・児童・障がい者福祉扶助費、
介護保険特別会計繰出金

教育費（１２．７％）
　１０億１，２４９万４千円
教育費（１２．７％）
１０億１，２４９万４千円

総務費（２５．９％）
　２０億６，０５６万９千円
総務費（２５．９％）
２０億６，０５６万９千円

基金積立費、行政情報化
推進事業費
基金積立費、行政情報化
推進事業費

歳入歳出差引残金
４億５，６２３万８千円は、
令和８年度へ繰越します

※令和８年３月３１日現在の人口
　１３，７５１人で割った額。
※令和８年３月３１日現在の人口
１３，７５１人で割った額。

５７７，６００円５７７，６００円

 村民一人あたりの
歳出額

 村民一人あたりの
歳出額

歳出の性質別内訳歳出の性質別内訳歳出の性質別内訳

※各項目の主な歳出※各項目の主な歳出

【一般会計歳出】【一般会計歳出】
令和７年度一般会計歳出決算額は７９億４，２５７万８千円となりました。総務費では、財政調整基金積立金およ
びふるさと応援基金積立金の増等により７億４，１６５万２千円の増、衛生費では、江戸崎地方衛生土木組合負
担金（塵芥処理）の減等により６，５１４万７千円の減、土木費では、村道整備工事費の増等により１億１，８２４万
７千円の増、教育費では、美浦村統合小学校建設工事費の減等により２０億７５２万６千円の減となっています。
歳出総額は対前年度比１２．１％、１０億９，０１０万円の減少となりました。

令和７年度一般会計歳出決算額は７９億４，２５７万８千円となりました。総務費では、財政調整基金積立金およ
びふるさと応援基金積立金の増等により７億４，１６５万２千円の増、衛生費では、江戸崎地方衛生土木組合負
担金（塵芥処理）の減等により６，５１４万７千円の減、土木費では、村道整備工事費の増等により１億１，８２４万
７千円の増、教育費では、美浦村統合小学校建設工事費の減等により２０億７５２万６千円の減となっています。
歳出総額は対前年度比１２．１％、１０億９，０１０万円の減少となりました。

令和７年度一般会計歳出決算額は７９億４，２５７万８千円となりました。総務費では、財政調整基金積立金およ
びふるさと応援基金積立金の増等により７億４，１６５万２千円の増、衛生費では、江戸崎地方衛生土木組合負
担金（塵芥処理）の減等により６，５１４万７千円の減、土木費では、村道整備工事費の増等により１億１，８２４万
７千円の増、教育費では、美浦村統合小学校建設工事費の減等により２０億７５２万６千円の減となっています。
歳出総額は対前年度比１２．１％、１０億９，０１０万円の減少となりました。

７９億４，２５７万８千円７９億４，２５７万８千円７９億４，２５７万８千円歳 出歳 出歳 出

投資及び出資金・貸付金（０．０％）
　２３０万円
投資及び出資金・貸付金（０．０％）
２３０万円

歳 出

物件費（１６．５％）
　１３億８１３万円
物件費（１６．５％）
１３億８１３万円
消耗品、委託料、
備品購入費等
消耗品、委託料、
備品購入費等児童手当、障がい者

福祉サービス費等
児童手当、障がい者
福祉サービス費等

扶助費（１１．９％）
　９億４，６０４万円
扶助費（１１．９％）
　９億４，６０４万円

公債費（８．９％）
　７億３６７万円
公債費（８．９％）
　７億３６７万円
地方債元利償還金地方債元利償還金

特別会計への補助金特別会計への補助金

繰出金（７．７％）
　６億１，２２７万円
繰出金（７．７％）
　６億１，２２７万円

積立金（１１．９％）
　９億４，２０３万円
積立金（１１．９％）
　９億４，２０３万円

維持補修費（０．９％）
　６，９１２万円
維持補修費（０．９％）
６，９１２万円

土木費（８．４％）
　６億６，６４１万７千円
土木費（８．４％）
　６億６，６４１万７千円

農林水産業費（３．３％）
　２億６，２６５万３千円
農林水産業費（３．３％）
　２億６，２６５万３千円

公債費（８．９％）
　７億３６６万８千円
公債費（８．９％）
　７億３６６万８千円

消防費（４．９％）
　３億８，５５６万４千円
消防費（４．９％）
　３億８，５５６万４千円

衛生費（６．７％）
　５億３，４６８万８千円
衛生費（６．７％）
　５億３，４６８万８千円

■問合せ　健康増進課☎０２９－８８５－１８８９

知っていますか？「ＣＯＰＤ」
～たばこの影響を知ろう～

◎

上手に禁煙するためのコツ

このような症状がある方は要注意
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■問合せ　国保年金課国保係☎０２９－８８５－０３４０（内）１１６

接骨院・整骨院での
国民健康保険について

◆単なる肩こり・筋肉疲労
◆慰安目的のマッサージ代わりの利用
◆症状の改善がみられない長期の施術
◆医療機関で治療中のもの
◆仕事、通勤中のけが(労災保険が対象)　

◆外傷性が明らかな骨折・脱臼・
　打撲・捻挫・挫傷
　※骨折・脱臼については、
　　応急処置を除き、医師の
　　同意が必要です。

【国民健康保険】歳入の主なものは、県支出金１１億８４７万９千円と国民健康保険税３億３，６８９万２千円で、全体の約８９％を
占めます。国民健康保険税のうち、現年課税分徴収額は３億２，７４５万６千円で、被保険者一人あたり１１万１千円（年間平
均被保険者２，９６２人）です。歳出では、保険給付費１０億８，００６万４千円と、国民健康保険事業費納付金４億４，３０３万円で、
全体の約９６％を占めます。平成３０年度の税率改定以降、一般会計からの法定外繰入を解消するなど、国民健康保険財政の
安定的な運営に努めています。
【介護保険】保険料徴収額は３億３，２６９万５千円（特別徴収額３億１７０万円、普通徴収額３，０２４万６千円、滞納繰越分７４万
９千円）で、第１号被保険者数は４，８９２人、認定者数は８３２人、保険給付費は１３億４，６１７万８千円となっています。
【後期高齢者医療】保険料徴収額は１億９，６７３万８千円（特別徴収額１億１，７９９万３千円、普通徴収額７，８２３万９千円、滞
納繰越分５０万６千円）です。徴収した保険料は、保険者である茨城県後期高齢者医療広域連合へ納付しています。

１６億２，３９３万６千円１６億２，３９３万６千円

１５億９，４５６万円１５億９，４５６万円

歳入歳入

歳出歳出
２，９３７万６千円を
令和８年度へ繰越国 民 健 康 保 険

１６億４３４万７千円１６億４３４万７千円

１５億１３万６千円１５億１３万６千円
１億４２１万１千円を
令和８年度へ繰越

歳入歳入

歳出歳出
介 護 保 険

２億４，４６４万５千円２億４，４６４万５千円

２億４，６２９万７千円２億４，６２９万７千円 　１６５万２千円を
令和８年度へ繰越

歳入歳入

歳出歳出
後期高齢者医療

特 別 会　計

【水道事業】収益的収入支出は水を供給するための経営活動に伴う収支のことで、資本的収入支出は施設の整備・拡充など
に要する支出および償還金とその財源の収入のことです。不足額については、消費税等資本的収支調整額および留保資金
（減価償却費など）で補填しています。令和７年度は、老朽化した配水管の更新工事および布佐地内の配水管敷設工事を
実施しました。また、新規加入促進のため、加入分担金の減免措置を引き続き実施しました。
【下水道事業】収益的収入支出は下水道施設の維持管理などの経営活動に伴う収支のことで、資本的収入支出は施設の整備
・拡充などに要する支出および償還金とその財源の収入のことです。不足額については消費税等資本的収支調整額および
留保資金（減価償却費など）で補填しています。令和７年度は、前年度に引き続き布佐地区および大谷地区において排水
管整備工事を行いました。また、農業集落排水処理中継ポンプ施設の非常通報装置の交換工事を実施しました。令和７年
度も下水道普及率向上のため、接続支援事業を実施して補助金を交付しました。
【電気事業】美浦村メガソーラー発電所で、１年間を通して売電を行いました。収益的収入は主に売電で得た収入です。発
電量は予算の見込を上回り、２，８９６，６１８kWhとなりました。収益的支出は主に発電所に係る保守管理委託料や建設費の減価
償却費となっています。資本的収入はございませんでした。資本的支出は、用地取得費および建設費の償還金等を支出し
ています。なお、収益の一部は地球温暖化対策補助金として使われています。

企 業 会 計

８億９，４７５万円８億９，４７５万円

８億１，８０４万１千円８億１，８０４万１千円

９億３，５２７万４千円９億３，５２７万４千円 差引

差引
７，６７０万９千円

△２億２，７５７万３千円

下水道事業
収益的収益的

資本的資本的

４億６，７１６万６千円４億６，７１６万６千円

５億１，２３２万１千円５億１，２３２万１千円

１億７７９万円１億７７９万円

１億４，０１３万８千円１億４，０１３万８千円
差引

差引
△４，５１５万５千円

△３，２３４万８千円

収入収入

支出支出

収入収入

支出支出

水 道 事 業
収益的収益的

資本的資本的

５，４６１万１千円５，４６１万１千円

差引
５，６９８万３千円

収入収入

支出支出

０円０円

５，８２２万６千円５，８２２万６千円

１億１，５２０万９千円１億１，５２０万９千円

収入収入

支出支出
差引

△５，４６１万１千円△５，４６１万１千円

収益的収益的

資本的資本的

電 気 事 業

収入収入

収入収入

支出支出

支出支出 １１億６，２８４万７千円１１億６，２８４万７千円
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７．７％７．７％

５１．９％５１．９％

なしなし

なしなし
《実質赤字比率》一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。
※１４.９５％以上で財政健全化団体、２０％以上で財政再生団体。

《実質公債費比率》一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率。
※１８％以上で地方債を発行する際に県知事の許可が必要。２５％以上で財政健全化団体。３５％以上で財政再生団体。
※財政健全化団体は地方債発行で一部制限有り。財政再生団体は地方債発行で多くの制限有り。

《将来負担比率》地方債の残高をはじめ一般会計等が将来負担すべき、現時点での実質
的な負債の標準財政規模に対する比率。
※３５０％以上で財政健全化団体。

《連結実質赤字比率》全ての会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。
※１９.９５％以上で財政健全化団体、３０％以上で財政再生団体。

健全化判断比率健全化判断比率

《資金不足比率》公営企業会計の資金不足額の事業規模に対する比率。２０％以上で経営健全化団体となり、
公営企業の経営の健全化を図る計画を策定しなければなりません。美浦村に資金不足額はありません。

公営企業会計資金不足比率公営企業会計資金不足比率

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政指標

０
５
１０
１５
２０
２５
３０

借金（地方債残高）８０億４，７３８万円借金（地方債残高）８０億４，７３８万円預金（基金の現在高）２６億２，６４４万円預金（基金の現在高）２６億２，６４４万円

村の預金（基金）と借金（地方債残高）の状況 《令和７年度末現在》

〔単位：億円〕〔単位：億円〕基金残高の推移基金残高の推移

一般会計 特別会計

一
般
会
計

一
般
会
計

企
業
会
計

特
別
会
計

特
別
会
計

財政調整基金
減債基金
ふるさと基金
公共公益施設整備基金
地域福祉基金
陸平基金
公共施設建設基金
地域振興基金
安中地区総合開発関連公共施設整備基金
学校教育振興基金
ふるさと応援基金
公共施設の屋根貸し等による太陽光発電事業基金
森林環境譲与税基金
土地開発基金
収入印紙等購買基金
計

５億９，１６４万円
７億９，３６３万円
３，８２５万円
６，７０４万円

１億８，９２５万円
５，４０５万円
３０００万円
１，２８０万円
７９１万円
１，８９７万円

６億９，０９３万円
３０９万円
１，０４２万円

１億１，３３４万円
５１２万円

２６億２，６４４万円

国民健康保険支払準備基金
介護給付費準備基金
計

１億１５５万円
５，５８３万円

１億５，７３８万円

一般公共事業債
災害復旧事業債
教育・福祉施設等整備事業債
一般単独事業債
介護サービス事業債
財源対策債
減収補填債
減税補てん債
臨時財政対策債
都道府県貸付金
計

１億９，２９７万円
１，２３０万円

３０億６，７９１万円
１２億６，７３１万円

２，２１０万円
３億３８９万円
３，０７８万円
２１６万円

３１億３，０８７万円
１，７０９万円

８０億４，７３８万円

水道事業
下水道事業
電気事業
計

７億２，２００万円
５４億４，２７０万円
３億３５５万円

６４億６，８２５万円

《基金》家計でいう預金。特定の目的のために維
持、積立、運用する財産です。
《地方債》家計でいう借金。公共施設の整備等、
将来の住民も経費を負担することが公平である
場合等に、村の資金調達のために負担する債務
です。Ｒ３年度 Ｒ４年度

２２．０

３．９
２５．９２５．９

Ｒ５年度

３．７

２６．７

３０．４３０．４

Ｒ６年度

２．８

２５．６

２８．４２８．４

Ｒ７年度

２０．１

２２．１２２．１
２．０

２７．８２７．８

２６．３

１．５
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